
背景・目的

事業概要

事業スキーム

①エコツーリズム、ジオパーク、ボランティア体制等における地域連携
の強化と運営管理の抜本的向上
②子どもの自然体験活動の推進体制強化
③国立公園等における質の高い保護管理

期待される効果
国立公園等の自然資源を保全し、これを活かした地域づくりに寄与
することで、地方経済の活性化や地方の雇用機会を創出する。

平成25年度予算
○○百万円日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費

事業目的・概要等

国立公園等の自然や自然
に根ざした地域の文化は、
観光資源等として極めて高
い価値を有している。

日本の自然を活かし、国
内外から多くの観光客を
呼び込み、地域を活性化。

日本には世界の人々を魅了する豊かな自然が多数存在

国立公園等において、子どもの自然体験活動
の推進体制及び受入体制を強化。

・自然体験プログラム先進事例や事故事例等を
題材とした研修
・安全対策マニュアルの改訂 等

② 国立公園等における子どもの自然体験活動
推進事業

貴重な自然環境を有する国立公園及び世界遺
産の地域において、その魅力を損なうことなく、保
護と両立した利用を促進するよう、質の高い保護
管理を実施。

・遺産地域等貴重な自然環境保全推進事業 等

日本の国立公園・世界自然遺産保護管理強化
事業

エコツーリズムの推進、ジオパークとの連携、ボラン
ティア体制強化や協働型管理運営体制の確立により、
国立公園を有する地域との連携強化や地域と協働し
た管理運営体制の構築を図る。
・国立公園協働型管理運営体制強化事業
・ジオパークと連携した地形・地質の保全・活用推進
事業
・エコツーリズムを通じた地域の魅力向上事業 等

① 国立公園等地域活性化促進連携事業
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背景・目的

事業概要

事業スキーム

政府の重要課題である「自然と人間が共生する社会」の実現のため、
国立公園等において自然環境の保全や消失・変容した自然生態系の再
生を図るとともに、国立公園等の保護上及び利用上重要な事業並びに
国民公園等の施設整備を実施し、維持管理を行う。

国立公園、国民公園等における施設整備や、国立・国定公園等にお
いて地方公共団体が行う施設整備等の支援及び、国が整備した公共施
設や園地等の所管地の維持管理を行う。
・ 国立公園等整備費
・ 自然環境整備交付金
・ 自然公園等事業調査費
・ 国立公園等維持管理費
・ 営繕宿舎費

期待される効果

自然公園等事業により、国立公園等における優れた自然風景地等の
保護と利用を図るとともに、国民公園も含めた安全で快適な自然との
ふれあいの場の提供に寄与する。

平成25年度予算
○○百万円自然公園等事業費 平成28年度予算(案) 8,113百万円（8,272百万円）

（平成27年度補正予算(案) 1,000百万円）

事業目的・概要等 イメージ
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【十和田八幡平国立公園】園地整備 【西表石垣国立公園】自然再生事業

【国指定浜甲子園鳥獣保護区】保全事業 【鳥海国定公園】木道整備

【皇居外苑】苑地維持管理 【東海自然歩道】登山道整備

交付率 国立公園整備事業 1/2
国定公園等整備事業 45/100



平成28年度 地方創生関連予算等について
① 地方創生の深化のための新型交付金（「地方創生推進交付金」） 1,000億円（事業費2,000億円）

○ 地方公共団体の地方創生の深化に向けた自主的・主体的な取組を支援
① 先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中核的人材の確保・育成
例：ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本版DMO）、生涯活躍のまち、働き方改革、

小さな拠点、 等
②既存事業の隘路を発見し、打開する取組

・地方公共団体自身が既存事業の隘路を発見し、打開するために行う取組
③先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

（参考）地方創生加速化交付金（27年度補正予算） 1,000億円

一億総活躍社会実現に向けた緊急対応として、地方版総合戦略に基づく各自治体の取組の先駆性を高め、レベルアップを加速化。

KPIとPDCAサイクルを組み込んだ自治体の自主的・主体的な取組を支援。

③ まち・ひと・しごと創生事業費（地方財政計画） １兆円

○ 地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的に地方創生に取り組むことができるよう、平成27年度地方
財政計画の歳出に、１兆円を計上

○ 平成28年度についても、引き続き地方財政計画の歳出に１兆円計上

② 総合戦略等を踏まえた個別施策（①を除く。ただし、特別会計による予算措置も含む。） 6,579億円

○ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標別の内訳は以下の通り
ⅰ）地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする ：1,895億円
ⅱ）地方への新しいひとの流れをつくる ：649億円
ⅲ）若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる ：1,099億円
ⅳ）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する ：2,936億円

④ 社会保障の充実 7,924億円

○ 子ども・子育て支援新制度の円滑な施行を進めるとともに、医療・介護サービスの提供体制改革等を推進

参考資料



（億円）

地域経済分析システムによる地方版総合戦略支援経費 1.1

地域再生支援利子補給金 2.8

女性の活躍「見える化」推進事業 0.1

地域における女性活躍推進モデル事業 0.2

金融庁
地域金融機関による事業性評価に基づく融資や企業の経営改善・生産性向上支援等の
取組みの促進

0.2

ローカル10,000プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金） 16.1

分散型エネルギーインフラプロジェクト 2.6

自治体インフラ開放による公共サービス産業化プロジェクト（公共施設オープン・リノベー
ション）

1.3

自治体データ開放による公共サービス産業化プロジェクト 1.8

地域分析実務を身につけた人材育成による調査環境整備 0.1

機能連携広域経営推進調査事業 0.1

JETプログラムによるグローバルな地域活性化の推進 0.1

ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業 2.5

観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 2.6

放送コンテンツ海外展開助成事業 2.2

情報通信基盤整備推進事業 4.0

携帯電話等エリア整備事業 12.6

民放ラジオ難聴解消支援事業 10.1

戦略的情報通信研究開発推進事業(地域ICT振興型研究開発) 4.4

地域コンテンツの流通促進のためのポータルサイトに関する調査研究 0.3

公的個人認証サービス利活用推進事業 3.5

IoTおもてなしクラウド事業 6.5

次世代G空間社会の構築（G空間2.0）事業 2.4

地域情報化の推進（本省） 1.2

映像等近未来技術活用推進事業 1.0

法務省 地方空港における出入国審査体制の整備等 2.9

飯倉公館活用・地方の魅力発信支援事業 0.3

地域の魅力海外発信支援事業 1.0

地方連携推進事業（地方連携フォーラム、地域の魅力発信セミナー） 0.08

国産酒類推進関連経費（在外公館における会食やレセプションにおいて日本酒・ワイン
の日本産酒類を積極的に活用）

0.5

自由貿易協定・経済連携協定国内関係者への説明会開催経費 0.04

被災地を含む地方産品を活用した機材・製品の供与（内数） -

地方自治体と連携した無償資金協力の推進（内数） -

開発協力を活用した中小企業の海外展開支援等（内数） -

平成28年度予算政府案におけるまち・ひと・しごと創生関連事業

まち・ひと・しごと創生総合戦略にお
ける政策パッケージ

担当府省庁 事業名 予算額

①地方にしごとをつくり、安心して
働けるようにする

内閣府

総務省

外務省

平 成 27 年 12 月 24 日
内 閣 官 房
ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 本 部 事 務 局



地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 6.0

成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進 15.3

我が国の研究開発力を駆動力とした地方創生イニシアティブ 23.2

女性研究者の活躍促進 10.9

文化財総合活用戦略プラン 96.3

文化芸術創造都市推進事業 0.2

文化芸術による地域活性化・国際発信推進事業 27.9

劇場・音楽堂等活性化事業 30.3

実践型地域雇用創造事業 7.0

地方就職希望者活性化事業 6.2

地域雇用開発助成金（地域雇用開発奨励金） 33.2

戦略産業雇用創造プロジェクト 21.0

戦略産業雇用創造プロジェクト等関連融資利子補給事業 6.2

雇用と福祉の連携による地域に密着した就労支援の実施 75.4

マザーズハローワーク事業推進費 30.3

高齢者活用・現役世代雇用サポート事業 44.6

地域創生人材育成事業 54.0

地域レベルのコンソーシアムによる職業訓練コースの開発 5.6

地域連携人材育成強化支援事業 0.6

キャリア形成促進助成金（特定分野認定実習併用職業訓練） 35.3

認定職業訓練等に対する支援の充実（人手不足分野対応分） 10.3

人手不足分野における公共職業訓練の拡充 51.0

女性の活躍推進 9.4

「障害者の社会参加支援の充実」の内数 -

新規就農・経営継承総合支援事業 193.5

６次産業化支援対策 24.0

新規漁業就業者総合支援事業 5.8

森林・林業人材育成対策 58.5

新たな木材需要創出総合プロジェクト（内数） -

漁業構造改革総合対策事業 3.0

農林水産物・食品の輸出拡大関連対策 26.2

食文化発信による海外需要フロンティア開拓加速化事業 8.0

鳥獣被害防止総合対策交付金 50.5

地域材の安定供給対策推進事業（内数） -

地域中核企業創出・支援事業 20.5

グローバル・ベンチャー・エコシステム連携強化事業 4.1

地域経済産業活性化対策等調査・分析（うち、地域経済分析システムの運用等に関する
もの）

4.0

伝統的工芸品産業支援事業 4.0

伝統的工芸品産業振興補助金 7.0

産学連携サービス経営人材育成事業費 2.1

中小企業再生支援協議会事業 58.4

小規模事業対策推進事業 51.6

厚生労働省

農林水産省

文部科学省

経済産業省



戦略的基盤技術高度化・連携支援事業 139.7

中小企業・小規模事業者人材対策事業 18.1

地域・まちなか商業活性化支援事業 20.3

ふるさと名物応援事業 9.9

地域創業促進支援事業 8.5

中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業 14.3

健康寿命延伸産業創出推進事業 8.2

中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（うち、よろず支援拠点事業、支援施
策普及事業、経営者保証ガイドラインに関するもの）

44.7

次世代物流システム構築事業費補助金 1.4

バイオマスエネルギーの地域自立システム化事業 10.5

広域観光周遊ルート形成促進事業 16.4

地域資源を活用した観光地魅力創造事業 3.4

歴史的風致活用国際観光支援事業 0.9

観光地域ブランド確立支援事業 2.5

ASEANとの連携によるクルーズの振興 0.1

地方航空路線活性化プログラム 2.8

クルーズ船の受入環境改善に向けた取組 0.5

地域活性化を促進する景観・歴史的風致形成の推進 1.5

産学連携による旅館・ホテルの経営人材育成事業 3.2

訪日プロモーション（内数） -

受入環境整備緊急対策事業（宿泊施設不足・バス路上混雑等）（内数） -

建設業、運輸業、造船業等における人材確保・育成 7.4

海岸漂着物等地域対策推進事業 4.0

｢環境首都水俣｣創造事業 1.3

産業廃棄物処理業のグリーン成長・地域魅力創出促進支援事業 1.0

日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費 4.5

指定管理鳥獣捕獲等事業費 5.0

「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン策定事業 1.8

地域低炭素投資促進ファンド事業 60.0

地域循環型バイオガスシステム構築モデル事業（農林水産省連携事業） 5.5

先導的「低炭素・循環・自然共生」地域創出事業（グリーンプラン・パートナーシップ事業） 24.5

クレジット制度を活用した地域経済の循環促進事業のうち、環境貢献型商品開発・販売
促進支援事業（農林水産省連携事業）

1.0

木質バイオマスエネルギーを活用したモデル地域づくり推進事業（農林水産省連携事業） 7.0

自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業 13.0

離島の低炭素地域づくり推進事業 10.0

持続的な地域創生を推進する人材育成拠点形成モデル事業 1.7

廃棄物処理施設への先進的設備導入推進事業（公共施設への再生可能エネルギー・先
進的設備等導入推進事業の一部切り出し）

197.4

自然公園等事業費（うち国立公園等整備費の一部切り出し） 36.8

内閣府 沖縄科学技術大学院大学（沖縄振興策） 167.3

「移住・交流情報ガーデン」の運営等に要する経費 1.1

地域の元気創造プラットフォーム（全国移住ナビ運用費等） 1.7

地域おこし協力隊の推進に要する経費 1.3

②地方への新しいひとの流れをつ
くる

国土交通省

環境省

経済産業省

総務省



都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流推進モデル事業 0.3

ふるさとテレワーク推進事業 7.2

学校・家庭・地域の連携協力推進事業（地域学校協働活動） 7.3

地域の豊かな社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業 12.3

学校・家庭・地域の連携推進事業（地域と学校の協働のためのコーディネート機能の強
化）

5.9

地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業 0.1

健全育成のための体験活動推進事業 1.0

コミュニティ・スクール導入等促進事業 1.6

地域における留学生交流の促進 0.6

地方創生に貢献する私立大学等への支援 257.5

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業 40.0

地域活性化の中核的拠点形成のための国立大学の機能強化（「国立大学法人運営費交
付金」、「国立大学改革強化推進補助金」の内数）

-

国立高等専門学校の学科再編等を通じた地域活性化（「国立高等専門学校機構運営費
交付金」の内数）

-

地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業 0.1

退職教員等の活用（地域のシルバー人材、子育て中の女性、退職教員など多彩な人材
の積極参加による地域ぐるみの取組）

47.4

首長部局等との協働による新たな学校モデルの構築事業 0.3

厚生労働省 良質なテレワーク（雇用型）の推進 14.2

農林水産省 農山漁村振興交付金 80.0

多世代交流型住宅ストック活用推進事業 0.3

二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査 0.09

環境省 ｢環境首都水俣｣創造事業 1.5

地域少子化対策重点推進交付金 5.0

仕事と生活の調和調査研究等 0.1

子ども・子育て支援新制度（「社会保障の充実」の内数） -

放課後子ども総合プランの推進【放課後子供教室】 38.7

幼稚園、保育所等の利用者負担の軽減（幼児教育無償化に向けた段階的取組） 322.7

「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」の一部 0.7

地域人材の活用や学校等との連携による訪問型家庭教育支援事業 0.3

「多様で安心できる働き方」の導入・促進事業 2.0

過重労働の解消と仕事と生活の調和の実現に向けた働き方・休み方の見直しの推進（※
「「朝型」の働き方等の推進」の事業名称の変更）

19.7

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業 335.1

トライアル雇用奨励金事業 40.7

新卒応援ハローワーク等における支援に必要な経費 80.6

わかものハローワーク等における支援に必要な経費 34.2

３年以内既卒等採用定着奨励金 2.3

「若者応援企業宣言」事業に必要な経費 7.2

若年者地域連携事業 14.3

「キャリア形成促進助成金（育休中・復職後等人材育成訓練分）」の内数 -

キャリア形成促進助成金（団体等実施型訓練育休分）（内数） -

キャリア形成促進助成金（若者応援企業上乗せ分） 13.3

キャリアアップ助成金 75.3

若者職業的自立支援推進事業 38.4

③若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

国土交通省

内閣府

文部科学省

総務省

厚生労働省

文部科学省



雇用型訓練等の推進事業 24.5

「妊娠・出産包括支援事業の展開」（「母子保健医療対策総合支援事業」の内数） -

「待機児童解消加速化プランの更なる推進」の内数 -

「保育士・保育所支援センターの機能強化」（保育対策総合支援事業」の内数） -

「保育士資格の取得支援」（保育対策総合支援事業」の内数） -

児童家庭支援センター運営事業（「児童虐待・DV対策等総合支援事業」の内数） -

ひとり親家庭の学習支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の内数） -

退所児童等のアフターケア事業及び児童養護施設の退所者等の就業支援事業（「児童
虐待・DV対策等総合支援事業」の内数）

-

児童養護施設等入所児童に対する学習支援（「児童入所施設措置費等」の内数） -

子どもの預かりサービスに係る安全確保 0.1

仕事と家庭の両立支援 36.5

パートタイム労働者のキャリアアップのための支援強化等 6.7

ひとり親家庭の親の在宅就業に関する支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の内数） -

ひとり親家庭の親の学び直し支援（「母子家庭等対策総合支援事業」の内数） -

国土交通省 テレワークの推進による多様な働き方の実現 0.3

沖縄振興一括交付金（沖縄振興策） 1,612.9

北部振興事業（非公共） 25.7

沖縄教育振興事業等（沖縄振興策） 200.7

駐留軍用地跡地利用の推進 12.5

地域課題対応人材育成事業「地域コアリーダープログラム」 1.0

環境未来都市の推進に必要な経費 0.7

中心市街地活性化の推進に必要な経費 0.1

新たな広域連携（連携中枢都市圏等）の推進 1.3

定住自立圏構想推進費 0.1

集落ネットワーク圏の形成 4.0

地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 0.2

過疎地域等の自立促進 2.9

条件不利地域における日常生活機能確保のための実証事業 0.1

消防団を中核とした地域防災力の充実強化 4.2

「学校の規模・配置適正化（義務教育費国庫負担金に係る部分について）」の内数 -

学校の規模・配置適正化（へき地児童生徒援助費等補助金に係る部分について） 25.2

学校規模の適正化・質の高い教育実現のための学校施設の改善（「公立学校施設整備
費」の内数）

-

少子化に対応した活力ある学校教育の推進 0.4

人口減少社会におけるＩＣＴの活用による教育の質の維持向上に係る実証事業 1.4

社会保障・人口問題基本調査（人口移動調査） 1.1

社会保障・人口問題基本調査（社会保障「スマート化」推進・地域支援プロジェクト事業） 0.2

地域エネルギー供給拠点整備事業 30.5

石油製品流通網維持強化事業（うち、石油製品流通網再構築実証事業に係るもの） 1.6

連携中枢都市圏における内発的な自立発展の推進 0.8

不動産総合データベースの構築に向けた調査・検討 0.9

不動産の取引環境整備等にかかる調査・検討 0.2

コンパクトシティ形成支援事業 3.1

④時代に合った地域をつくり、安心
なくらしを守るとともに、地域と地域
を連携する

総務省

国土交通省

厚生労働省

文部科学省

厚生労働省

経済産業省

内閣府



都市機能立地支援事業 24.0

都市・地域交通戦略推進事業 6.0

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進 2.4

地域公共交通確保維持改善事業 228.7

地域居住機能再生推進事業（内数） -

都市再生コーディネート等推進事業 11.5

スマートウェルネス住宅等推進事業 320.0

地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備 0.4

公的不動産（ＰＲＥ）の活用促進 0.3

新たな公による地域ビジネス創造支援体制の構築推進 0.3

離島振興 11.8

奄美群島の振興開発 20.7

小笠原諸島の振興開発 10.6

半島振興 1.1

豪雪地帯対策 0.3

豊かさを実感できる海の再生事業 1.4

地域活性化に向けた協働取組の加速化事業 0.7

循環型社会形成推進交付金 364.2

6,578.8

（注１）四捨五入の関係等で、計数は一致しない。また、事業費の内数として金額が特定できない施策については、事業費全額がまち・ひと・しごと

　　　　創生関連予算に該当するものでないことから、合計額に含めていない。

（注２）複数の政策パッケージにまたがる事業については、特に関係の深い政策パッケージの欄に記載している。

内閣府 地方創生推進交付金 1,000.0

厚生労働省等 社会保障の充実（子ども・子育て支援新制度　等） 7,924

15,503

小計

その他

計

環境省

国土交通省


